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各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 Ｎ Ｓ Ｄ  

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 今城 義和 

 (コード番号 ９７５９ 東証１部) 

問合せ先 取締役執行役員 経営企画本部長 鈴木 正彦  

(TEL  ０３-３２５７-１１９７) 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ＮＳＤビジネスイノベーション

（以下、ＮＢＩといいます。）を吸収合併（以下、本合併といいます。）することを決議しましたので、下記の

とおりお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

ＮＢＩは、当社の 100％子会社として 2013 年 4 月の設立以来、主に当社グループで開発したプロダク

トソリューション、クラウドサービス等の販売事業を行ってまいりましたが、より効率的なグループ 

経営を推進していくうえで、経営資源の集中・有効活用を図るとともに、当該事業の再編により営業力

の強化と経営の効率化を図ることを目的として、吸収合併することといたしました。 

 

２． 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併契約取締役会決議日 2019年 7月31日 

合併契約締結日 2019年 8月1日 

合併期日(効力発生日) 2019年 10月1日(予定) 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易合併であり、ＮＢＩにおいては会社法

第 784 条第 1 項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総会の承認を得ること

なく行うものです。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ＮＢＩは解散いたします。 

 

(3) 合併に係る割当の内容 

当社完全子会社との吸収合併であることから、本合併による新株式の発行及び金銭の割当はあり

ません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 



. 

３． 合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名 称 株式会社ＮＳＤ 株式会社ＮＳＤビジネスイノベーション 

(2) 所 在 地 東京都千代田区神田淡路町2-101 東京都千代田区神田須田町1-5-10 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 今城 義和 代表取締役社長 戸村 敦雄 

(4) 事 業 内 容 システム分析・設計の受託 

プログラム開発及び受託 

コンピュータ室運営管理 

ソフトウエアプロダクト 

システムコンサルティング 

プロダクトソリューション 

クラウドサービス 

(5) 資 本 金 7,205百万円 200百万円 

(6) 設 立 年 月 日 1969年4月8日 2013年4月1日 

(7) 発 行 済 株 式 数 47,172,160株 2,000株 

(8) 決 算 期 3月31日 3月31日 

(9) 大株主及び持株比率 

 (2019 年 3 月 31 日現在) 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社 
9.79% 

株式会社ＮＳＤ 100.00% 

ＩＰＣ株式会社 7.54% 

野村信託銀行株式会社 5.41% 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 
5.28% 

有限会社ＫＤアソシエイツ 3.98% 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決 算 期 2019年3月期(連結) 2019年3月期 

 純 資 産 47,345百万円 437百万円 

 総 資 産 55,878百万円 1,068百万円 

 1 株 当 た り 純 資 産 1,132.72円 218,928.79円 

 売 上 高 61,944百万円 2,026百万円 

 営 業 利 益 8,654百万円 223百万円 

 経 常 利 益 8,756百万円 226百万円 

 (親会社株主に帰属する) 

当 期 純 利 益 
5,817百万円 159百万円 

 1 株当たり当期純利益 139.31円 79,713.30円 

(注)持株比率は自己株式を控除して計算しております。当社は、2019 年 3 月 31 日現在、5,768,424 株の自己株式

を保有しております。 

 

４． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあり

ません。 

 

５． 今後の見通し 

本合併は、当社完全子会社の吸収合併であるため、当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

 

以 上 


